
様式第１号

年 月 日

渋川市長 様

住 所

申請者 氏 名

電話番号

（日中に連絡の付く電話番号を記載してください。）

渋川市犯罪被害者等支援事業補助金交付申請書

渋川市犯罪被害者等支援事業補助金について、関係書類を添えて下記のとお

り申請します。

なお、申請に当たっては、渋川市犯罪被害者等支援事業補助金交付要領（補

助対象者）の要件に該当することを誓約し、補助金交付審査のために市が私の

市税の納付状況を調査することに同意します。

記

□弁護士等相談・依頼事業 □精神的負担軽減事業

１ 事 業 の 名 称

□子育て施設利用事業 □居住安定事業

□一時避難事業 □家事代行利用事業

２ 被 害 の 状 況 死亡 ・ 重傷病 ・ 放火

３ 事業費の内訳 ◎弁護士等相談・依頼事業

・相談事業 （ ）円（見込）

５，０００円×（ ）回

・依頼事業 （ ）円（見積額）

見積額（ ）円×（ ）回

◎精神的負担軽減事業（ ）円（見込）

５，０００円×（ ）回

◎子育て施設利用事業（ ）円（見込）

３，０００円×（ ）回

◎居住安定事業（ ）円（見積額）

見積額（ ）円

◎一時避難事業（ ）円（見込）

７，０００円×（ ）泊

◎家事代行利用事業（ ）円（見込）

４，０００円×（ ）時間



４ 総 事 業 費 円

５ 補 助 金 の 額 円

６ 着手予定年月日

７ 添 付 書 類 □ 犯罪被害に関する申立書（様式第２号）

□ 事業概要書（様式第３号）

□ 犯罪により死亡した者の死亡診断書又は死体検案

書等の写しその他の死亡の事実及び死亡の日時が分か

る書類（遺族が申請する場合）

□ 申請者と被害者との続柄を証する戸籍の謄本又は

抄本その他の地方公共団体の長が発行する証明書（遺

族が申請する場合）

□ 重傷病を受けた被害者の負傷又は疾病の状態及び

療養に係る日数が明記された医師の診断書（犯罪によ

り重傷病を負った者が申請する場合）

【弁護士等相談・依頼事業】

□ 見積書

【居住安定事業・一時避難事業】

□ 申請者と被害者が犯罪被害当時に同居していたこ

とを証明することができる書類

□ 罹災証明書

□ 理由書若しくは写真等

□ 見積書の写し等の経費が分かる書類

８ 誓 約 事 項 （１） 犯罪被害を警察へ届け出ています。

（２） 犯罪被害を被ったときに市民でした。

（３） 渋川市暴力団排除条例第２条第１号に規定す

る暴力団又は同条第２号に規定する暴力団員ではあ

りません。

（４） 市税を滞納していません。

（５） 同一の事件について、他の地方公共団体から

同種の事業について補助金等の交付を受けていませ

ん。

（６） 上記のほか補助対象要件を満たします。



様式第２号

渋川市長 様

犯罪被害に関する申立書

被害の概要

被害届の提出 有 ・ 無 被害届提出日 年 月 日

罪種 届出警察署

警察署

被害者の氏名 ふりがな 申立者との続柄

生年月日 氏名

（ 年 月 日）

被害届の受理番号等 被害年月日 年 月 日

被害時の住所

被害場所

私は、上記の申立て内容について、警察当局へ確認を行うこと及び必要に応

じて警察又は検察当局に事件の処理状況（送検の確認又は処分の状況等）を確

認することについて同意いたします。

年 月 日

氏名

住所

電話番号

被害者との続柄



様式第３号

事業概要書

事業名 事業の概要

弁護士等相談・依頼事業 相談・依頼する弁護士（事務所）

弁護士（事務所）名

住所

電話番号

精神的負担軽減事業 病院名等

病院名等

□精神科 □心療内科 □その他（ ）

□公認心理師 □臨床心理士

電話番号

子育て施設利用事業 子育て施設

施設名

住所

電話番号

居住安定事業 転居先

住所

□運送・荷造り □不用品の廃棄 □敷金・礼金 □修繕

□仲介手数料 □火災保険料 □保証料 □日割り家賃

一時避難事業 宿泊する施設

施設名

住所

電話番号

家事代行利用事業 業者名等

業者名

住所

電話番号

□調理 □洗濯 □掃除 □買物 □育児


